
 平成２９年 ６ 月２６日 

中 部 地 方 整 備 局 

中部地区用地対策連絡協議会 

 

用地取得に携わる若手職員の研修を実施 

～ベテラン職員が伝承するロールプレイによる用地交渉勉強会 ほか～ 

１．概 要 
国、地方公共団体及び電気・通信・鉄道などの公益企業で構成される中部

地区用地対策連絡協議会（事務局：国土交通省中部地方整備局）は、インフ

ラ整備の用地取得に携わる若手職員を対象に、公平・公正な用地補償業務を

行うためのスキルアップを目的として、研修を年３回実施します。 

 第１回は実演による用地交渉勉強会でベテラン職員から技術の伝承を受け

実践力の向上を図るとともに、様々な専門的知識の習得を目的とします。 

 

２．研修日程 

（１）日時 ７月３日（月）～７月５日（水） １０時～１７時 

（２）研修内容 用地交渉勉強会（実演） ほか 

 

３．場  所  桜華会館 松の間（本館４Ｆ） 

        名古屋市中区三の丸１丁目７−２ 

   

 

４．添付資料  中部地区用地対策連絡協議会の概要 

５．配 布 先 中部地方整備局記者クラブ 

 

         

問い合わせ先  中部地区用地対策連絡協議会 事務局 
国土交通省中部地方整備局 用地部用地企画課 

       課  長  石島 博之 
       課長補佐  鈴木 俊則 
       電話番号 ０５２－９５３－８１０５（直通）

ベテラン職員によるアドバイス        グループ別に用地交渉を実演  



中部地方整備局用地部 

中部地区用地対策連絡協議会の概要  
 

◆ 組 織 
・ 設 立：昭和３７年１０月９日 

・ 会  長：国土交通省中部地方整備局長 

・ 事務局：中部地方整備局 用地部 用地企画課 

 

◆ 会 員 
・ 中部地区の公共・公益事業者３５会員（平成２９年６月１日現在） 

 

◆ 目 的 
・ 公共・公益事業の用地取得に関する損失補償業務の運用の調整及び損失補償に関する

調査、研究、広報等の共同活動を行うことにより、円滑な用地取得を図り、もって事業の

推進に寄与することを目的としている。 

 

◆ 主な活動 
・ 用地取得に関する損失補償基準の運用について会員相互の連絡調整 

・ 損失補償に関する調査、研究 

・ 損失補償に関する研修の実施 

・ 損失補償に関する広報活動 等 

 
◆ 用地対策連絡協議会の組織 （別添「用対連関係組織図」参照） 
（１） 中央用地対策連絡協議会（中央用対連） 

昭和３７年に「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」が閣議決定されることに伴い、

同要綱の統一的な運用等を図るための連絡・調整を目的として、中央省庁、公団、公社

等の関係機関等により昭和３６年１２月１日に設立。 

（２） 用地対策連絡協議会全国協議会（全国用対） 

中央用対連のもと、中部地区と同様に全国１０地区にそれぞれ用地対策連絡協議会が

あり、この全国組織として昭和４４年３月１９日に設立。 

（３） 県（地区）用地対策連絡（協議）会 

   県単位で組織された用地対策連絡（協議）会。 



【用対連関係組織図】H29. 6. 1.現在

会 　長－国土交通省土地・建設産業局長

事務局－土地・建設産業局総務課

会 　長－関東地方整備局長 S44発足

事務局－関東地方整備局用地部

中部地区用地対策連絡協議会会員

１ ◯ 愛 知 県

２ 愛 知 県 土 地 開 発 公 社

３ 愛 知 県 道 路 公 社

４ ◯ 静 岡 県

 設立Ｓ３９ ５ 静 岡 県 土 地 開 発 公 社

６ ◯ 岐 阜 県

７ 岐 阜 県 土 地 開 発 公 社

設立Ｓ４０ ８ ○ 三 重 県

９ ○ 三 重 県 土 地 開 発 公 社

１０ 長 野 県

設立Ｓ４１ １１ ◯ 名 古 屋 市

１２ 名 古 屋 市 土 地 開 発 公 社

１３ 名 古 屋 高 速 道 路 公 社

設立Ｓ３９ １４ 静 岡 市

１５ 浜 松 市

１６ 国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部

設立Ｓ３７ 　　　　　３５会員＋５特別会員
会　 長：中部地方整備局長

１７ 農 林 水 産 省 東 海 農 政 局

１８ 日 本 郵 政 ( 株 ） 中 部 施 設 セ ン タ ー

１９ 東 海 防 衛 支 局

２０ 南 関 東 防 衛 局

設立Ｓ３９ ２１ 東 海 旅 客 鉄 道 （ 株 ）

２２ ◯ 中 日 本 高 速 道 路 ( 株 ) 名 古 屋 支 社

２３ 中 日 本 高 速 道 路 ( 株 ) ’ 東 京 支 社

設立Ｓ４１ ２４ ◯ （ 独 ） 水 資 源 機 構 中 部 支 社

２５ （ 独 ） 都 市 再 生 機 構 中 部 支 社

２６ ○ 中 部 電 力 （ 株 ）

設立Ｓ３９ ２７ 東 京 電 力 ﾊ ﾟ ﾜ ｰ ｸ ﾞ ﾘ ｯ ﾄ ﾞ （ 株 ） 静 岡 総 支 社

２８ 関 西 電 力 （ 株 ） 東 海 電 力 部

２９ 電 源 開 発 （ 株 ） 水 力 発 電 部 中 部 支 店

設立Ｓ３９ ３０ （ 株 ） NTT フ ァ シ リ テ ィ ー ズ 東 海 支 店

３１ 名 古 屋 鉄 道 （ 株 ）

３２ 近 畿 日 本 鉄 道 （ 株 ）

設立Ｓ４８ ３３ 名 古 屋 港 管 理 組 合

３４ （ 株 ） NTT フ ィ ー ル ド テ ク ノ 東 海 支 店

３５ ◎ 国 土 交 通 省 中 部 地 方 整 備 局 用 地 部

特 愛 知 県 用 地 対 策 連 絡 会

特 静 岡 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

特 岐 阜 県 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

特 三 重 地 区 用 地 対 策 連 絡 会

特 長 野 県 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

◎＝会長(事務局)　　　◯＝理事　　　特＝特別会員

九 州 地 区 用 地 対 策 連 絡 会

沖 縄 地 区 用 地 対 策 連 絡 会

中 国 地 区 用 地 対 策 連 絡 会

四 国 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

北 海 道 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

東 北 地 区 用 地 対 策 連 絡 会

関 東 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

北 陸 地 区 用 地 対 策 連 絡 会

中部地区用地対策連絡協議会

近 畿 地 区 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

中 央 用 地 対 策 連 絡 協 議 会

用 地 対 策 連 絡 会 全 国 協 議 会
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